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2G17           デジタルカメラとＤＶＤの標準化ビジネスモデル 

               －日本企業の勝ちパターン構築に向けたビジネスモデルの設計ー 
○小川紘一（東京大学総括プロジェクト、知的資産経営・総括寄付講座） 

 

１．本発表の背景と要約 

国際標準化は、製品アーキテクチャをモジュラー 

型へ転換させてグローバルなオープン・サプライチェ

ーンを作り、瞬時に巨大市場を生み出す。標準化ビジ

ネスモデルとは、比較優位の国際分業を活用しながら

技術イノベーション成果を利益の源泉と市場支配力へ

転換させる仕掛け作りである。1 

デジタルカメラとＤＶＤは、日本企業が技術開発

と国際標準化を主導した代表的な事例である。前者は

大量普及から１０年以上が過ぎても日本企業が圧倒的

な競争力を誇るが、ＤＶＤは大量普及が始まるとすぐ

市場撤退への道を歩んだ。デジタルカメラはオープン

環境の標準化の中であっても常に擦り合わせブラッ

ク・ボックス型のアーキテクチャを維持したが、ＤＶ

Ｄは標準化によって内部構造までモジュラー型へ転換

した。 

しかしながらいずれの場合でも、付加価値はオー

プン標準化されない擦り合わせ型ブラック・ボックス

領域に宿る。ブラックボックスの外部インタフェース

（外部仕様）だけを標準化して大量普及の役割を担わ

せることこそが、高収益と大量普及を同時実現させる

ための基本法則であった。先に国際標準化を主導する

企業や国だけが基本法則を最も効果的に活用できるの

は言うまでもない。 

本発表では、製品を構成する技術体系のどの領域

を標準化（オープン化）するか、あるいはどの領域を

標準化しないかという事前設計で勝ちパターンが決ま

ること、また事前設計は製品それ自身が持つアーキテ

クチャーの特性を指針にしなければならないことを、

事例を活用しながら実証する。 

 

２．デジタルカメラ産業の興隆と標準化活動の貢献   

2.1 ファイルシステムの標準化 

デジタルカメラは 1995 年以降になって参入企業が

20 社を超えたが、ファイル・フォーマットが標準 
                                                  
1 たとえば小川(2009a)の第Ⅰ部四章参照 

 
化されていなかった。したがってユーザは画像を共有

できなかった。その後、デジカメ画像のデータ交換や

共有を可能にするファイル･フォーマット（Exif; 
Exchangeable image file Forma）が 1997 年４月と

11 月に富士写真フィルムを中心とするグーループに

よって提案された。また、ほぼ類似の機能を有するフ

ァイル･フォーマット(CIFF: Camera Image File 
Format）が同年 12 月にキャノンを中心にしたグルー

プによって提案された。しかしながら、自社の特徴を

生かすために物理レイヤーまで取り込んだフォーマッ

トであって互換性がなかった。カメラ・メーカが指定

する画像処理ソフトウエアを常に必要としたのである。 
このような事態を一変させたのは、異なる二つの

規格が 1998 年 12 月に JEIDA の Exiy/DCF 規格

（DCF:Design rule for Camera File system)として

規格統一されたことであった。Exif と CIFF は、とも

にパソコンＯＳの DOS-FAT で動くファイル・フォー

マットである。この２つの技術思想を取り込んだのが

Exif./DCF 規格であった。画像を記録するフォーマッ

トとしては富士写真フィルムの Exif をベースにした

新たな Exif フォーマットが、また画像ファイルの規格

としての CIFF をベースに DCF が定められている。 
Exif は、圧縮するかしないか、あるいはどこにど

のように保存するかなどを、写した写真画像の１つ１

つについて規定し、処理する機能を持つ。一方 DCF
は、写した写真画像をパソコンへ保存するときのファ

イル名、メーカ名、あるいはプリンタで印刷する時の

画質などに関する規約であり、デジタルカメラで写し

た画像データの内部ではなく画像をパソコン環境で保

存・検索・印刷する際に必要な規約である。したがっ

て DCF が標準化されるということは、カメラやプリ

ンターとパソコン間で記録メディアを介しながら画像

の相互利用が可能になることを意味した。JEIDA 規格

の普及によってどこのメーカのカメラかを一切気にぜ

す、どんなデジタルカメラであっても自由自在に保

存・編集やインターネットによる送付・再生ができる

２Ｇ１７ 
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ようになり、これが共通プラットフォームとなって世

界に広まったのである。 
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図１ デジタルカメラのファイル・システム標準化と市場拡大の推移
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  図１に示すように、その後の Exif/DCF は 2000
年 7 月になって世界中へ無償公開され、更に 2001 年

には Exif.が ISO12234-１規格（参照規格）となって

国際的に認知された。2 その翌年にはキャノンなどが

中心になってプリンター・ドライバーの標準化、すな

わち Pict-Bridge 規格ができあがり、USB ケーブルで

プリンターにつなぐだけでパソコンを経由せずにデジ

タルカメラ写真を印刷できるようになった。これらの

標準化を推進していたのが全て日本企業だったので、

その後の国際規格も日本の JEIDA 規格を参照しなが

ら作られた。 
以上のように、デジタルカメラは論理フォーマッ

トやファイル・システムがオープン環境で国際標準化

することで、巨大なパソコンのインフラとリンクでき

                                                  
2 当時はISO規格になって大量普及後に知財権を主張しなが

ら多額のロイヤリティーを請求する事例、すなわちホールド・

アップ問題が少なからぬアメリカ・ベンチャー企業から引き起

こされていた。これに対抗するためにISO規格ではなくISO参

照規格と位置づけている。我が国の某社が持つ組織能力から生

まれた知財戦略への知恵がここに埋め込まれている。またISO

規格にしないことによって、デジタル・カメラに関する全ての

技術体系を持つ日本企業が自らの戦略で技術開発の方向づけし

たい、という思惑もあったという。 

た。また Picto-Bridge の標準化などによって、パソコ

ンを経由せずにデジカメ写真を印刷できるようになっ

た。ここからはじめて、ユーザ資産として蓄積された

巨大なプリンタ・インフラを活用できるようになった

のである。 
図１に示すように、Exif./DCF 規格が無償公開さ

れた 2000 年、および ISO 参照規格となった 2001 年

ころから、デジタルカメラ市場が国内中心から世界中

心へとシフトし、2003 年には海外市場が全体の 80%
になった。その後、出荷台数の伸びはほとんど海外市

場であり、2007年の海外市場シェアが90%を超えた。

その背景にあったのは、カメラで写す人が自由自在に

保存・編集ができて、そしてインターネットによる送

付再生ができる世界共通プラットフォームとしての

Exif./ＤＣＦがあったためである。国際標準化が市場の

急拡大に深く関与していたことは、図１から理解され

るであろう。 
 

２．２ 大量普及と独自イノベーションを同時に可能に

したデジタルカメラの標準化レイヤー 3 

デジタルカメラの外部インタフェースが標準化さ

れたということは、デジタルカメラが巨大なモジュー

ル・クラスター型のインフラ（巨大なモジュラー型完

成品システム）に引き寄せられ大量普及の軌道に乗っ

たことを意味する。擦り合わせ型の粋を極めたデジタ

ルカメラという完成品ですら、外部インタフェースの

標準化によってブラック・ボクッスの状態を維持した

ままで、技術伝播/着床スピードが飛躍的に速くなる

（瞬時に大量する）完全モジュールへと転換されたの

である。 
同時にこれは、デジタルカメラそれ自身の技術革

新がユーザ・メリットに直結し易くなり、機能･性能競

争やコスト競争がそのまま市場拡大に繋がることも意

味する。たとえば外部インタフェースが標準化された

後の画素数競争という、デジタルカメラそれ自身のテ

クノロジー・イノベーションが、そのまま市場拡大に

繋がっている。このメカニズムはインテルによるプラ

ットフォーム構築（小川、2008）の効果と同じである。 
                                                  
3 ＤＳＣの開発史やファイルシステムの標準化についてはに

ついては、大川元一氏の著作（大川,2008）や大川氏本人および

当時の富士写真フィルム社でＤＳＣの開発に携わった大地成治

氏に対するインタビューインタビューによる。 
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ファイルシステム以外で注目すべき点は、デジタ

ルカメラそれ自身の技術イノベーションをカメラ業界

が主導する土俵作りのために国際標準化が活用された

事実である。初期のデジタルカメラではテレビの１フ

ィールドを一つずつ取り込む方式が採用されていたが、

1995 年ころに規格が定まった Exif 規格を制定するプ

ロセスでは、4 デジタルカメラの心臓部である CCD
センサーの素子（画素の縦と横の比（アスペクト比）

を強制的に１：１へ変えた。5 カメラ業界側は家電メ

ーカの強い反対を押し切ってこれを実現させたという。

ここからデジタルカメラの普及環境がテレビからパソ

コンに変わったのである。 
画素のアスペクト比が１：１になるのはパソコン

などのＩＴ産業で当たり前であったが、テレビなどの

映像中心の産業では、走査線の数（縦）と周波数（横）

でアスペクト比が決められるので１；１ではない。デ

ジタルカメラの Exif/DCF 規格を議論するとき、カメ

ラ業界が非常に強い意思を持ってアスペクト比を１：

１にしたということは、デジタルカメラ技術の中核と

なる CCD の規格をテレビなどが築き上げた技術体系

と切り離し、互いの相互依存性を断ち切ったことを意

味する。これによってはじめて日本のカメラ業界は、

映像技術に対する既存の国際規約に拘束されることが

なく、自らの意志で自由自在に技術イノベーションを

進められるようになった。自らの事業戦略だけで CCD
の画素数を次々に増やすイノベーションを起こし、こ

れによってデジタルカメラの製品アーキテクチャを常

に擦り合せ型へ引き戻すことができた、と言い換えて

もよい。 
デジタルカメラという擦り合わせ型製品の内部で

おきたイノベーションは、確かにローゼンバーグのイ

ノベーション・モデルが観察される。しかし上記の事

例のようにオープンなデジタル・インタフェースで結

合された場合はローゼンバーグのモデルと別の世界に

なり、パソコンやプリンター側と全く独立に起きるテ

                                                  
4Exif が DCF規格の中で統一されたのは1998年だがその基本構

造はすでに1995年には完成して使われていた。 
5アスペクト比については、キャノンのＤＳＣ開発関係者に対す

るインタビューによる。その後のDSCやカメラ・モジュール

が4:3、11:9、5:4など、色々なアスペクト比のイメージ・フ

ォーマットを使うようになったが、いずれも独自のテクノロ

ジー・イノベーションで一貫している。 

ジカメ側のプロダクト・イノベーションが、そのまま

市場拡大へ直結するようになっていた。言い換えれば、

他に制約されることが無く、デジタルカメラの内部で

独自に技術イノベーションを起こすには、ローゼンバ

ーグのモデルが全く通用しないイノベーション環境を

作りださなければならない。あるいは、ローゼンバー

グのモデルのイノベーション環境を、国際標準化によ

って外部と完全に分離しなげれば、日本企業の組織能

力が生きる経営環境を設計することはできない 
この意味でデジタルカメラ業界の事例は、「伝統的

な組織能力を最大限に生かせる経営環境の設計」に国

際標準を積極的に活用して成功した、と言い換えても

よい。日本のデジタルカメラ業界は、オープン環境の

国際標準を使いながらビジネス上の主導権を握った。

強い意志をもって、国際標準化を経営ツールと位置づ

けたのである。 
 

３  デジタルカメラの製品アーキテクチャと標準化ビ

ジネスモデル 

図２にデジタルカメラの内部構造を模式的に示

すが、典型的な擦り合わせ型のアーキテクチャとなっ

ていることが理解されるであろう 
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例えば CCDの画素数を 200万から 400万にレベ

ル・アップすると、CCD素子のセル・サイズが非常に

小さくなって１つのCCD素子に当たる光量が激減する。
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したがってマイクロレンズを再設計して光を効率よく

取り込んだり、あるいは感度補償のために画像処理

DSP のファームウエアを大幅改造しなければならない。

場合によってはレンズも屈折率の大きい材料に変える

場合ケースもある。あるいはシャッター速度も再設計

したり、さらにはレンズの解像度アップに伴うレンズ

外周部の光学的な歪も、画像エンジンとしてのDSPの

ファームウエア側で補償しなければならない。また

CCD素子が微細化するので欠陥が多くなり、これを補

正するためにDCTと連動させた画素補間の為の高速計

算用ファームウエアも修正しなければならないなど、

CCDの画素数アップが期待する画質を引き出すために

は、デジタルカメラを構成する基幹技術を何度も摺り

合せながら全て再設計しなければならないのである。  

パソコンのようなモジュラー型製品では、例えハー

ドディスクを10倍容量のものに交換しても、OSやMPU,

デスプレーなど他の重要部品を再設計する必要は全く

ない。むしろハードディスクの容量アップによってパ

ソコンとしての機能が高くなる。基幹部品のそれぞれ

がオープン・インタフェースを介して相互依存性が排

除されているためであった。 

0

20

40

60

80

100

120

普 及 元 年２ 年 目
３ 年 目

４ 年 目
５ 年 目

６ 年 目
７ 年 目

８ 年 目
９ 年 目

１ ０年 目
１１年 目

１ ２年 目

１年目とは大量普及の開始年、携帯電話用のカメラ・モジュール；2001年
デジカメ：1997年（120万台）、ＤＶＤプレイヤー：1998年（９０万台）

日
本
企
業
の
シ
ェ
ア
（％
）

外部ｲﾝﾀﾌｪｰｽ
だけを標準化

デジタルカメラ

内部構造が
摺り合せ型

標準化によって内部
構造までオープン化

DVD
携帯電話用の
カメラ・モジュール

図３ 大量普及が始まった後に見る日本企業の市場シェア推移
－製品内部のアーキテクチャで大きく異なるー

 

 

しかしながら内部構造が摺り合わせ型のデジカメ 

では、画素数の変更に合わせて全ての基幹部品を再設 

計しないと、逆に画質が大幅に劣化し、製品として成 

立しない。乗用車などと同じように、基幹部品の相互 

依存性が非常に強いためである。この意味でデジタル 

カメラの製品アーキテクチャは、日本の乗用車と同じ 

典型的な擦り合わせ型であった。したがって技術の全 

体系が一括して流通しないかぎりキャッチアップ型の 

国々がデジタルカメラ市場に参入することは非常に困 

難である。大量普及がはじまって10年後の 2007 年で 

も、我が国企業の製造シェアが60%という圧倒的なシ 

ェアを持っている理由がここにあった。その様子をＤ 

ＶＤと比較しながら図3に示すが、一段と高い画質や 

芸術性まで要求される一眼レフのデジタルカメラでは、 

さらに擦り合せの徹底が必要であり、日本企業はグロ 

ーバル市場で圧倒的な競争力を維持している。 

 日本のエレクトロニクス産業は多くの製品分野

で苦境に立たされているが、デジタルカメラは例外中

の例外となった。少なくとも 2007 年までの決算発表

で、多くの企業がデジタルカメラによって業績を維持

あるいは拡大できた、と発表している。例えオープン

環境で標準化されても、内部構造が擦り合せ型アーキ

テクチャを長期にわたって維持されるので、国際競争

力と大量普及が同時に実現されるからである。上記に

述べたアーキテクチャ特性や独自イノベーションの土

俵作りとしての国際標準化、ならびに国際標準化によ

る大量普及などを勘案し、これを標準化ビジネスモデ

ルとして図４体系化すれば、図４に示すように、日本

企業の組織能力が最も力を発揮し易い標準化ビジネス

モデルだったのである。 

  その他には、数多くの事例で図４のモデルが観察

される。いずれも基幹部品の相互依存性が非常に強い

超擦り合わせ型のブラック・ボックス構造を維持しな

がら普及（伝播/着床）スピードを飛躍敵に拡大する手

段として、国際標準化が多用されていたのである。そ

して当然のことながら、標準化はあくまでもブラッ

ク・ボックスの外部インタフェースだけであった。 

－832－
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ーデジタルカメラでもこのモデルが日本企業を高収益に導いたー

   

４．デジタルカメラと DVD の比較分析 

先に述べたように、擦り合わせ型の技術体系で構

成されるデジタルカメラは、技術モジュールの一部だ

けを入れ換えて他の部品をそのまま放置すれば、製品

として機能しない。したがって技術体系の一部した持

たないキャッチアップ企業は、２～３世代前の製品か

ら市場へ参入せざるを得ない。 

一方、DVD プレーヤーの事例は、大量普及が始

まる直後から急速に製造シェアを落とし、5 年目にわ

が国企業のシェアが半分以下になってしまった（図３）。

この理由は、標準化によって DVD プレーヤーの内部

構造までアーキテクチャが組み合わせ型へ転換したの

で、キャッチアップ型の企業群が完成品市場へ容易に

参入できるようになり、全ての技術体系ではなく、技

術の特定領域に資源を集中して勝ちパターンを作る比

較優位の国際分業が出現したためで。 
DVD プレイヤーの内部構造を図５に示す。DVD

は世界の 20 ケ国から 230 社もあつまるオープン標準

化活動であったためか、完成品としての DVD プレイ

ヤーの内部構造が瞬時にオープン化し、トラバース・

ユニットや光ピックアップ、Chipset など代表される

擦り合せ型の基幹部品がデファクト標準となってグロ

ーバル市場へ大量に流通した。ここから図５の左側に

示すようなTurn-Key-Solution型プラットフォームを

提供する部品ベンダーが続々生まれ、競争ルールが変

わったのである。 
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図５ 製品アーキテクチャから見たＤＶＤプレイヤーの製品構造

相互依存性が強い擦り合わせ領域

 
 
図５の左半分を見て明らかなように、内部構造は

確かにブラック・ボックボックスを維持しており、そ

の外部インタフェースが図５の右側で示すモジュラ

ー型の技体系「PCBA(2)」と、オープンなデジタル・

インタフェースで直結していた。したがって、このプ

ラットフォームがTurn-Key-Solutionとしてオープン

環境で流通すれば、基幹部品の単純組み合わせによっ

て DVD プレイヤーを組み立てられるようになる。技

術蓄積の少ないキャッチアップ型工業国の企業が、こ

こから低いオーバーヘッドを生かす比較優位によって

グローバル市場を支配できるようになった。6 
このような経営環境が到来すると、日本企業が完

成品のビジネスで生き残ることはできない。事実、図

３のデータが示すように、大量普及が始まった直後か

ら赤字撤退する企業が続出し、現在では 10%台のシェ

アまで落ちた。技術の全体系を内部に持って DVD と

いう歴史に残るプロダクト・イノベーションを生み出

した垂直統合型の大手日本企業は、イノベーションの

成果を享受できずに赤字撤退への道を歩むことになっ

たのである。この傾向は、激しい技術革新が続いた記

                                                  
6例えば小川(2008)の３章参照のこと。 
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録型ＤＶＤ装置でさえ同じであった。 

日本のエレクトロニクス業界は、総力を上げてＤ

ＶＤの基礎技術・製品技術を開発し、必須特許の 90%

以上を持ち、DVD の市場を開拓し、国際標準化を主導

し、そして日本企業は確かにＤＶＤで巨大なグローバ

ル市場を創出した。しかしながら、自ら生み出す歴史

的なテクノロジー・イノベーションやプロダクト・イ

ノベーションをグローバル市場の競争力や企業収益へ

転換できなかった。 
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ーＤＶＤで勝ちパターンを構築した日本企業もこのモデルを踏襲ー

  

ＤＶＤのケースでは、標準化によって完成品の内部

構造が強制的にオープン・モジュラー型に転換され、

パテント・プールによって知財の効力が失われ、取引

コスト・ゼロに近い経営環境がグローバル市場に生ま

れ、そして伝統的なフルセット垂直統合型の組織能力

が経済合理性を失った。日本のエレクトロニクス産業

のあらゆる場面で観測されるＤＶＤと類似の経営環境

は、以上のような背景によって到来したのである。 

一方、オープン環境で国際標準にする領域を外部イ

ンターフェースだけに厳しく制限したデジタルカメラ

は、製品内部のアーキテクチャを長期にわたって擦り

合わせ型ブラックボックス化することができた。そし

てテクノロジーやプロダクト側のイノベーションを主

導した日本企業だけが、経済的価値を長期にわたって

享受している。 
日本企業が 1990 年代後半から直面した経営環境の

歴史的な転換は、国際標準化と製品アーキテクチャの

ダイナミズム、技術の伝播/着床スピードや知財の効力、

契約理論および企業制度の関係など、多面的な視点か

ら考えること無くして解明することができない。その

詳細については、取引コストと製品設計公差という新

たなパラメータを導入しながら、稿を改めて論じたい。 
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